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1．今こそ公務員の時代
　私は、1980年に地方公務員として三鷹市に入庁しました。現在、公務員で
あったならばちょうど31年目を迎えているのですが、皆さんとは少し異なっ
た人事異動で、たまたま配属先が非常に特色のあるところをずっと歩んでき
たおかげで、今は公務員を離れて民間の立場で地方の活性化に挑戦する仕事
をさせていただいています。この31年間の私の官と民との両方の経験をお話し
することによって、非常に厳しい日本の現状、雇用、就職難、景気対策が厳し
い足下の地方自治の状況を少しでも打開していただければと思っています。
　この厳しい状況の中で、私が考えていることの一つは、今こそ公務員の時
代だろうということです。もう一つは、私が今日、大阪でこのような職員研
修をするという話をすると、今回の大阪市長選、府知事選についてともかく
聞いてきてほしい、大阪が今どういう状況なのかを逆に東京に伝えてほし
い、大阪の状況を語ってほしいとみんなから頼まれてきました。だから、皆
さんとの意見交換の場で、ある意味では今、変革に一番挑戦されている大阪
の状況について、忌憚なく意見交換をさせていただければと思っています。
　私の公務員歴をお話しすると少し皆さんも安心されるかと思うのでご紹介
します。私は1980年に入庁してから、学校の教員の資格を取っていたことも
あり教育委員会を希望しました。人事課長がそのとおりということで教育委
員会に配属されたのですが、図書館に配属になり、何と９年半、児童図書担
当の仕事をしていました。新人を９年半一度も異動させないという人事も非
常に変ですが、私はちょうどそのころ、すぐに結婚もして、二人の子どもを
産み、ちょうど子育てをするのにいい時間をいただいて割とのんびりと公務
員生活をスタートしたのです。
　１回目の人事異動が、よりによって第二次三鷹市基本構想を改定する企画
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調整室というところに女性が初めて行くという抜擢人事でした。私がなぜ抜
擢されたかというと、三鷹市は「三鷹市まちづくり研究所」というシンクタ
ンクを持っていて、毎年、若手や中堅どころの職員をある三つの分野に分け
て３年ほど研究をさせます。ちょうど私が６年目の時に、その研究所の高齢
者部会に入りました。高齢化対策にかじを切ろうとするところで、どういう
施策がいいかということを３年間、大学の先生と市民と職員が一緒になって
勉強する会ですが、シンクタンクの中で幾つか論文を書いたことが目にとま
り、９年半ぶりに企画調整室に異動という形になりました。
　そのとき、初めて企画部長の顔を知りました。図書館にいると企画など全
く関係ありませんので、初めて行ったときに隣の人に「あの人、誰ですか」
と聞くと「企画部長だよ」と言ってくれました。こんな人を人事異動で来さ
せてどうするのだと非常に課長が心配して、私は７月異動ですが、９月に課長
から「君はあまりにも行政を知らないので研修に出るように」ということで研
修に出されることになり、それが私の人生の変わり目の一つになりました。

１－１．いかに税収を伸ばすかを学んだ地域産業政策研究会
　私が行ったのは、1998年に東京都が主催した「地域産業政策研究会」とい
う研究会です。東京都23区以外の多摩地域38市町村の企画担当から一人ずつ
呼び、東京都が仕掛けた勉強会です。時代背景は、1989～1990年というちょ
うどバブルの入口です。三鷹市の第二次基本計画で財政力は５年間で税収が
7.5％上がっていくという絵を描いてもおかしくないぐらい税収が上がった
時代です。
　そのころに東京都がなぜ地域産業政策研究会を仕掛けたかというと、大阪
もそうかもしれませんが、実は東京の自治体は戦後一度も税収が落ち込んだこ
とがないのです。バブル崩壊後までは一切税収が落ち込んでいないのです。
産業政策を全然しなくても税収は上がるのです。それを東京都が心配して、
こういう好景気だけでは駄目なので、次の戦略としてどう税金を稼ぐのかと
いう人材の育成をするために産業政策研究会をつくりました。それも経済担
当は呼ばないのです。企画でないとこういう新しい戦略は分からないだろう
ということで38人をそろえて、３年間、産業政策研究会で自治体がいかに税
収を伸ばすかという戦略をみっちり仕込まれました。そのときの講師、副座
長が、昨年の３月まで一橋大学にいらした関満博さんです。地域産業論とし
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ては本当に日本でも有数の先生が、1988年から３年間教えてくれました。
　そのときの状況を想像してください。私は図書館に９年半いて、行った研
究会で「自治体がこれから稼ぐのだ」と言われたときのショックは相当なも
のです。市役所は行政です。教育、道路、社会福祉をするのに自治体が稼
ぐ、逆に言えば稼いでいいのだという発想をそこで投げ掛けられた中堅どこ
ろの職員が驚いたのです。それで、戻って係長に「今度の研修は、自治体が
稼ぐ研究会です」というと、今、副市長をしているそのときの係長が「それ
は面白い」ということで、すぐに次の年に、東京都ではなく三鷹市の地域で
「三鷹市産業政策研究会（三産研）」を立ち上げて、「関軍団」といわれてい
る関先生を座長に迎えて、関先生の学術のノウハウをいただき、市の職員と
地域の経営者と大体40人で、そこから８年間は地域産業についての勉強会を
開催することになりました。
　併せて、私は企画だったので、第２次基本計画を５年間そこで書き終え
て、かつ、アフターファイブの自主研究会として三産研の事務局を務める
という人生を開始しました。そして、無事基本計画を書き終えてから、アフ
ターファイブで産業の勉強会をしたので、課長が経済課に異動させてくれた
のです。バックグラウンドで勉強してきたものを、実際に戦略として自分
の実務としてできる場所を与えてもらうという非常にラッキーな人事異動で
した。

１－２．三鷹市　IT産業にかじを切る
　勉強会で三鷹市の産業政策をするに当たって私が最初に学んだことは「産
業はソフトではない。完全に立地戦略である。土地戦略なくして産業政策は
なし」ということです。時代はちょうど1992～1995年で、産業政策に参加し
た多摩地域38市町村での三鷹市としては、始めた中で一番最初に「三鷹市産
業振興計画」という個別計画を平成６年に作ることができました。ご存じと
思いますが、三鷹市は「西の豊中、東の三鷹」といって、市民自治、協働を
推し進める本当に先頭ランナーとしてやってきているので、実はあまり産業
がないのです。産業がないのに個別計画を作るということで、その当時はほ
かの23区の自治体から非常に笑われました。産業がない三鷹市で産業をどう
するのかという話を非常に批判的に受けましたが、実はそれが三鷹市にとっ
ては非常にラッキーな、ある意味で先見性のある動きになりました。
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　時代は1995年、商業、工業からのターニングポイントの時代です。
Windows95が発売された年です。このときに三鷹市は産業振興計画を既に
持っていたことが強みで、商業と工業ではないIT産業にかじを切ることが
できたのです。そして、三鷹市はその間に情報化計画を作り、「三鷹市産業
振興計画」「三鷹市情報化計画」「三鷹市駅前再開発計画」を作ったところ
で1997年を迎えます。これも非常に皆さんの自治体にとっては大きい時代背
景です。大店法（大規模小売店舗立地法）とともに中心市街地活性化法がで
きた年です。その年に、三鷹市はこの三つの計画がそろっていたので、中心
市街地活性化計画を新たに作らずに、この三つを足して全国で７番目の中心
市街地の認定を受け、1990年に「まちづくり三鷹」というTMO（タウンマ
ネジメント機関：Town Management Organization）をつくることができま
した。そこで私はちょうど５年が終わったので、新しい株式会社に自ら志願
して、そこの仕事を始めることになります。
　市長は最初、課長職を新しい株式会社に移行させる予定でしたが、私は直
談判をしました。「市長、こういう新しい、難しい株式会社という手法で町
づくりをしようとするときに、今まで経験のない、もしくはやりたいと思
わない職員を、課長職といえども出してもうまくいかないでしょう。私は、
1988年から東京都の産業振興の勉強会、アフターファイブで８年間産業につ
いて学び、経済課で５年間やらせていただいたので、私は係長で課長職では
ないけれども私がやらないときっとうまくいきません」ということで人事を
変更してもらい、私と、アルバイト３人を付けてもらい、TMOである株式
会社をつくったという経緯があります。
　その後、一人では難しいということで、財団法人まちづくり公社という
５億円の基金を持つ都市系のまちづくり公社を解散して、中心市街地の活性
化の事業とまちづくりの都市政策の事業を株式会社に一本化するということ
で、ちょうど1990年に株式会社をつくりました。株式会社ができて12年、無
事に黒字で、今は60人の従業員を抱えて年間約10億円の売上規模を出せるよ
うになりました。８年間、そのTMOでプロジェクトマネージャーとして最
前線に立ち、SOHO（スモールオフィス、ホームオフィス）という新しい産
業、今で言うベンチャーの卵のようなものを作る仕事をしました。
　ところが、なかなか自治体はうまくいかないもので、８年間、株式会社に
行っていたので、人事課がさすがに市役所に戻らないと駄目だということ
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で、戻らざるを得なくなりました。ご存じのように、当時は株式会社に行く
ときには退職派遣をしなければなりませんでした。私は一応、退職同意書に
はんこを押して、３年、３年、１年、１年ということでほとんど法の網の目
をくぐるような形で継続していたのですが、さすがに人事課がもう無理だと
いうことで、2006年に株式会社から三鷹市に戻りました。
　戻るに当たって、できれば経済課長で戻りたいという話をしましたが、
ちょうど前の年に私の同期が経済課長になっており、そこを動かす人事は難
しいので、数年違うことをしてくれということで私は図書館長として市役所
に戻りました。その当時、図書館も教育委員会にあるけれども、女性、子ど
も、高齢者に向けた読書から、ビジネス支援図書館といってビジネスを支援
していくような戦略的な図書館の動きが出ていました。特にIT化を加速さ
せて、そこから図書館員が企業のリサーチャー、リサーチ部門、研究・調査
部門を担うような支援ができないかということで動き出したばかりでしたの
で、私は図書館長として戻ったのです。

１－３．アキバTMOの立ち上げにかかわる
　すると、人生は面白いのです。私が図書館長で戻ったときから、ある研修
会が庁内であるということで参加させていただきました。そのときに千代田
区の区長さんと名刺交換をして、当然ですが図書館の名刺を出しました。
私は千代田区の区長とは産業政策の関係で知り合いだったのですが、「関さ
ん、図書館は似合っていないじゃない」「いや、そんなことはありません。
これから図書館は重要です」という話をしたところ、千代田区から電話が何
度も何度も入るようになりました。
　「ちょっと相談があるから来てくれないか」ということで行くと、千代
田区は秋葉原の再開発事業が終わるという話でした。秋葉原は非常に大き
なダイナミックなビルが立ち並び、再開発事業が終わりました。昔は「電気
の町」「部品の町」「アニメの町」でしたが、再開発をすることによって、
３万人の新しい雇用を生む、大手町のようなオフィスビルが立ち並ぶまちに
なったのです。その開発が終わったので、再開発とコンテンツを一体化して
新しい産業をつくりたいという話があり、秋葉原のエリアマネジメントを
やってくれないかという話を区長から言われてびっくりしました。ある意味
で引き抜きです。秋葉原のタウンマネジメント株式会社をつくる予算を来年
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度計上しているので、誰か引き受けてもらわないと困るという話をいただき
ました。
　2006年はちょうど私もいろいろな意味で人生の転機を迎える年でした。市
役所に戻ってきたこともあり、学び直しをしなければいけないと思っていた
ので大学院に行き直していました。私は三鷹市生まれ、三鷹市育ち、三鷹市
役所勤めで、三鷹市から出たことがありませんので、家族会議を開いて「い
けるだろうか」という話をしました。そこで「思い切ってやってみれば」と
いう家族の同意をもらいました。辞めるに当たっての三鷹市との協議が３月
中に終わらなかったので、４月に持ち越して、2007年５月１日から千代田区
に籍を移して、秋葉原のTMOを作るという仕事をしました。
　2007年12月に無事にアキバTMOを立ち上げて、非常に面白い時代を迎え
て、これからやるぞといったときに2008年６月に秋葉原の殺傷事件がありま
した。それで千代田区がやりたい、新しいダイナミックなハードとソフトが
一緒になるという仕事がなかなかできなかったので、2009年に内閣府に１年
間出向させていただきました。秋葉原の活動を願ったのですが、なかなか
これもうまくいかず、昨年９月30日をもって一応、公務員の人生に幕を下ろ
し、私にとっては三つ目の株式会社をつくりました。
　三鷹市で一つ、秋葉原で一つ、そして今回、自分に代表権のある株式会社
です。全国のまちづくりのお手伝いをするということで、器は自分で作りま
したが、逆に言えば、三鷹市や秋葉原にとらわれないで全国のまちづくりの
応援ができるということで、今日もこういう形で皆さまの前でお話しするこ
とができる形になりました。
　私のバックグラウンドの話が長くなりましたが、これは皆さんへのヒント
です。つまり、どう時代を読むのか。そして、どう戦略を作るのかというこ
とがいかに大切かということを私の経験をもってお話ししながら本題に入り
たいと思います。
　大阪は、まさに時代の動きの一番先頭にいます。ある意味で、地方自治法
という法律への挑戦を知事と市長が投げ掛けています。さらに、地方主権の
新しい自治体の形を、今までの枠にとらわれない形で全国に矢を投げ掛けて
います。東京23区は一つだけ特別区といわれていますが、その特別区の皆さ
んも大阪の動きには非常に興味を持っています。皆さんと一緒に時代の動き
がどこに行くのかを考えたいと思います。まず、何をするにも地域と社会分



67おおさか市町村職員研修研究センター

第81回マッセ・セミナー「人口減少時代の自治体経営～新たな発想と人材～」

析が必要です。日本はどこにいるのか、世界はどこに行くのかを少し見たい
と思います。

2．時代は動いている
２－１．東日本大震災の復興
　今年一番大きかったのは東日本大震災です。ご存じのように、11月30日を
もって三次補正で３兆円のお金を東北の復興のためにつけています。全部交
付金という形になるので、市街地再開発や区画整理、港の開発等全部、自治
体が事業計画を作らざるを得ません。東北は公務員がこれからしっかりとし
た役割を果たさないといけない時代になっています。その東北の職員が非常
に弱いのです。職員自身も避難民で、仮設住宅から通っている方もいます。
また、気持ちの上で非常に傷付いています。自信を失っている公務員が多い
ので、応援に入らせていただいています。
　今、石巻市に入っていますが、石巻市の経済の中心市街地は非常に厳し
かったので、地震より前に撤退された駅前のショッピングセンターの中に市
役所を移して、中はばらばらの状況です。皆さんもいろいろなテレビで見て
いると思いますが、私が入った６月でもまだまだがれき処理はできていない
し、ある小学校では８割の小学生が流れて行方不明のままでした。今はがれ
きは１カ所に積み上がっていますが、処理はこれからです。また、下がった
地盤をかさ上げするのもこれからという状況です。

２－２．大変革を迫られている日本
　今、大変革を迫られています。１番目は、東日本大地震の発生で価値観が
変わりました。今まではお金で買えるものに価値がありましたが、これから
はお金で買えないものに価値があるということになります。
　私は３月11日に、千代田区にある私のオフィスで地震に遭いました。本当
に死ぬかと思うぐらいの大きな地震でした。目の前にある経団連ビルと全農
ビルの二つが揺れて、お互いにぶつかるのではないかと思うぐらい揺れてい
ました。その交差点の真ん中に出てきて、がれきが落ちてくるのではないか
と思うぐらい本当に揺れたので、みんなでがれきをよけながら、続く余震の
中で本当に生命の危機を感じるぐらい大きい地震でした。
　当然、世田谷の自宅には帰れませんでしたので、自分のオフィスで一夜を
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明かし、次の日やっと帰ることができましたが、東京に直下型が来れば、本
当に大阪がしっかりしないと日本はもたないというぐらいひどかったです。
私があの地震以来やったことは二つです。一つは、親戚も含めて家族全員の
名簿をもう一回作り直しました。もう一つは、いつ死ぬか分からないので遺
言書を書きました。
　いまだに原発の問題は収束していませんが、エネルギー政策はもう一度見
直しが必要です。菅総理大臣の政権と引き替えにエネルギー再生支援法がで
きて、クリーンエネルギーについては全量買取を各電力会社はしなくてはい
けません。東北の復興には、水力などいろいろな新しい自然エネルギーの装
置産業の方々がたくさん来ていて、新しい技術が東北で採用されて新しい産
業が起きる源をこれから東北は復興しながらつくる。だから、東北から産業
が生まれる可能性が高いのです。
　２番目は安全神話の崩壊です。私を知っている人はどこまでいるか。見
守ってくれない限り、自分の安否確認は誰がしてくれるのかということは、
東北で非常に学びました。三鷹市でもコミュニティ行政をしましたが、自治
会や隣組というコミュニティです。今まで都心の人たちは、自治会はほとん
ど無視していました。お一人様状態で、誰にも知られないで済む匿名性が
都市の一番面白い部分であり、楽しいところでした。ところが、今は誰かに
知ってもらい、誰かに安否確認してもらわないと困るということで、東京の
大都市部でも、自治会に入りたい、もしくはマンション一棟で自治会にしよ
うという動きが出てきています。東日本大震災のときに大阪はそれほど揺れ
ていないかもしれませんが、東京は本当に体験したのです。これはひどかっ
たということで、本当に今、東京の都心の市民もかなりコミュニティに対し
て関心を持つようになりました。
　３番目は、今日一番後に言いますが、人口構造が変化しています。高齢化
ではなく、中年時代です。高齢化と少子化が進むと同時に、人口構造は自治
体の体制を大きく変えざるを得ない最終段階を迎えています。後ほど詳しく
言います。
　４番目は市町村の合併です。大阪はあまり合併していませんが、全国的に
見ると、合併が進むことで果たして地方自治が推進するかどうか。平成の大
合併の大実験中ですが、見方によっては地域の応援団、専門職を減らしてい
ることになるのです。つまり、効率化だけで地域自治体を経営できるのかと
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いう問いを、もう一度掲げていただきたいと思います。
　５番目は、自治体は自ら稼ぐ時代になりました。ここが重要です。そうい
う覚悟が必要です。税金は入ってくるものではなくて、税金を稼ぎにいく、
もしくは地域の公共サービスを担う、新しいお金を作り出す仕組みが地方自
治体にも必要になります。または、自分はなくても、地域にそれを作り出し
ていく仕組みが必要です。その仕組みの中で、皆さんが知らない間に頭のい
い国が整えているさまざまな体制や仕組みをどう使うのかという自治体公務
員の力量が問われています。ある意味で、戦うためのツールはもらっている
のです。そのもらったものをどう使うのか、どう磨くのか、それをどう連携
していくのかという時代になりました。
　６番目は、地域の市民にもその気付きを与えていただかなくてはいけない
時代だということです。
　最後は、地域の問題は地域だけでは解決できないということです。もちろ
ん大阪、東京という都市軸でもなく、世界を見ながら、世界の中での自分の
立ち位置、地域の立ち位置をもう一度見なければいけません。このグローバ
ルな視点なくして地域の自立なしと思ってください。

２－３．わが国の人口推移と自治体運営
　まず、一番重要な人口の話です。この10年、人口の話をしていて、やっと
皆さんにも気付きが出てきたと思います。国立社会保障・人口問題研究所の
「わが国の人口の長期的推移」の図表を見ると、日本の人口は日露戦争のと
きに約4,780万人でした。そこから第一次、第二次世界大戦を経て、大局的
には2005年までずっと人口は増え続け、現在１億3,000万人近い人口を持っ
ています。ところが、2008年の国勢調査で初めて日本の人口が減るという局
面を迎えました。
　人口が伸びるときは、貧しいけれども若いという構造です。同じ人口でも
構造が違います。これから次の100年は、豊かで同じ人口だけれど構造的に
は高齢者が多いという形になるので、戦後55年体制といわれている自治体が
今までやってきた手法では、この下り坂は基本的に経営できないと考えて
ください。今までの経験、学んできたことでは経営できないと考えてくださ
い。だから、新しい戦略と新しい人材が必要だと、皆さんは今日、自覚を
お願いしたいと思います。
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　今、日本の人口減少は楽観できません。種の滅亡の危機といわれるほど日
本の人口が減っていきます。上位、中位、下位とシミュレーションすると、
最低の下位の方向で日本の人口は減ります。ところが、国はこれほど減って
は困ると思っています。大体、日本の人口を8,000～9,000万人で収めたいの
です。足りない分をどこで補うかというと、移民です。移民政策についてい
ろいろと議論されていますが、最終的にはグリーンカードを発行して、しっ
かりと移民政策をする方にかじを切らざるを得ません。こういうことが本当
にすぐそこまで来ています。人口13億人を抱える中国でさえ、既にグリーン
カード制度を持っています。中国は、はっきりした戦略を持っています。自
国民はたくさんいますが、頭が良くて技術のある方々は定住してかまわな
いという戦略を二重構造で持っています。ところが、日本はどうでしょう。
こういう危機的な状況があっても、日本の一番の課題はこの変化に対応し
た新しい制度を作ることができない、政治力のあるトップリーダーがいない
国だということを皆さん自覚してください。この10年間で総理大臣が何人代
わったか言えないぐらいです。今の大臣の名前もほとんど言えないと思い
ます。つまり、変化があるにもかかわらず、変化を国自体が体制として整
えることができないのです。これからは地方自治体が自ら整えていくこと
が重要です。大阪はある意味で挑戦したわけです。非常に面白い動きにな
ると思います。
　そして、日本の将来人口は、取りあえず2030年までの20年間で、１億
2,700万人が１億1,500万人になります。これだけで1,200万人です。20年間
で東京の人口がなくなるということです。これが日本の現状です。どこが
一番少なくなるかというと、圧倒的に14歳までの年少人口です。20年間で
34％、580万人減少するということです。生産労働人口が1,100万人減るので
す。しかし、老年人口は700万人増え、差し引きで1,200万人減るのです。こ
の構図の中で地方自治体を経営していかなければなりません。皆さんはこの
数をまず頭にたたき込んでください。
　そして東京です。首都圏の中で東京、埼玉、千葉、神奈川だけで約3,300
万人いますが、東京は非常に地方から若者を集めているので、今一番多いの
は35～39歳、1972年生まれの木村拓哉世代です。私の好きなペ・ヨンジュ
ンもここに入ります。次に、団塊のちょうど定年を迎えた皆さんが多いので
す。そこからどんどん小さくなり、15～19歳が一番減ってくるのです。つま
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り、子どもを産める若い女性が激減するのです。
　本来であれば、山が三つできなくてはいけません。一つは団塊の世代で
す。その団塊ジュニアといわれている皆さんが今一番多いのです。これだけ
高いピラミッドを持っているので、本来であれば、ちょうど今10～15歳に団
塊ジュニアの子どもがいることが普通です。それが、なぜ団塊ジュニアが子
どもを産まなかったのかという社会分析を日本がしそびれたことが、人口減
少の一つの課題です。ちょうどこの世代は、生まれたときから電話も車もテ
レビも全部ありました。お父さんの世代はいろいろなものがなくて高度成長
時代にがむしゃらに働いてきた世代ですが、今の若者は最初から豊かな中で
生きてきました。さらにコンビニができ、世論も、結婚を一人前と認めてい
た社会が、今は結婚しなくてもある意味で社会的に何ら損失がない時代を迎
えました。だから、結婚そのものに意義がないという考え方です。
　もう一つは、女性の社会進出もある意味ではそれを後押ししているかも
しれません。でも一番の問題は、ちょうどこのとき民間では総合職制度が
でき、女性の社会進出がきます。その中で、公務員は違うのです。もともと
公務員の皆さんは、結婚して子どもを産んでも何ら大きい社会的なハンディ
キャップも負わず、制度的にもたくさんの制度を持っているので、ある意味
では順調に結婚されて子どもを生んでいます。ところが、民間は、女性陣の
ハンディキャップが非常に大きいのです。せっかく自分が就いたいいポジ
ションを、結婚のために誰かに渡さざるを得ないのです。さらに、出産で
もっと渡さざるを得ません。ところが、今の教育は、女性も男性も全部いい
社会人、いいビジネスマンになるようにずっと22年間育てられてきました。
だから、特に女性は勉強もまじめにやります。自分の将来のキャリアの夢、
社会の中で自分がこう仕事をしたいという夢を持っています。ところが、実
際、今の制度のままだと民間ではそれがなかなかかなわないのです。だか
ら、一番の課題は子ども手当では解決できません。女性の就労・昇格を支援
し、ハンディキャップがないままに子どもを産める新しい制度を設けない限
り、日本の人口は増えません。ところが、前の自民党も、今もって民主党も
新しい制度を出していません。この人口問題でいえば、ともかくしっかりと
した女性の就業支援の体制を整えない限り、日本の人口は増えていかないと
いうことを一つ学んでください。
　もう一つ数字が表しているのは、数の多さです。率で見ないでください。
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人口がどれだけ増えるか。高齢化率は大したことはありません。2010年と
2030年の差は21％から29.6％で、率で言うと8.6％しか伸びません。ところ
が、実際、65歳以上の数は36％増えるのです。2030年になると３分の１が高
齢者という東京を想像できますか。あのかっこいいファッションの東京がほ
とんど高齢者で埋まるのです。大阪も構造的にはほとんど同じです。
　一番問題なのは、稼ぐ人が減り、負担をしなくてはいけない要介護老人が
増えてきます。つまり、高齢化の問題は都市の問題です。地方都市は既に高
齢化しているのでそれほど人口の増減はありません。率は上がっても、実質
上、高齢者がそれほど急に増えたりはしません。ところが、大阪と東京はこ
れから本当にお金がかかるのです。だから、地方交付税で東京と大阪で集め
たお金を本当は地方に配りたくないのです。自分たちの高齢化問題に対して
お金を使いたいと思っています。今日は大阪なのであまり言えませんが、
地方都市の皆さんには、公金をもらうという前提の自治体経営をそろそろ見
直していただけないかと言っています。なぜ皆さんはもらって当然だと思う
のですか、交付税をもらって当然だと思うような経営自体がおかしくないで
すか。
　大体、交付団体が多すぎます。率の問題もありますが、あまりにももらっ
て当然だという意識で経営をし続けています。もらわないでできる、自立し
てできると考えて、そろそろ経営をしていただきたいと思います。なぜかと
いうと、大阪と東京にいる両親が年老いて、息子や娘に仕送りできない状態
なのです。老体にむち打って頑張って東京と大阪が稼いだものを、地方に出
し切れないのです。この足下である大阪自体も交付団体が多いのではないで
しょうか。

２－４．関西の自治体の事例
　豊中市も本当に厳しいです。東京とほぼ同じで、団塊と団塊ジュニアが多
いです。2030年にその方々が後期高齢者になります。だから、その分だけ高
齢化の施策にお金がかかるのです。併せて、稼ぐ人はすごく減り、その分の
収入が減ります。さらに子どもが減るので、ある意味で小中学校は約半分、
５万人が３万人になるということは、その分の小中学校の義務教育の施設は
要らないということです。生産労働人口は５万人減るので、その分の市民税
がゼロです。老年人口は20年で１万6,000人、毎年800人ずつ高齢者が増えて
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いきます。そのための対策を何かしなくてはいけないということです。人口
自体も５万5,000人減ります。
　これは私がシミュレーションしたものではなく国立社会保障・人口問題研
究所にある数字をグラフ化したものですので皆さんもすぐ作れます。40万都
市、大阪府の中でも政令指定都市を除くと大きめの自治体のシミュレーショ
ンということで豊中市を選びましたが、大阪府ですら豊中市で20年で５万人
減るというのが現実です。
　池田市は大体10万人都市ということで選びました。年少人口がかなり減
ります。生産労働人口も、10万人のうちの１万4,000人が基本的に税金を払
わなくなります。高齢者は5,000人増えて、ちょうど子どもたちと差し引き
ということなので、いわゆる公共サービスのポイントを年少から高齢者に移
して、今ある幼稚園、保育園、小学校、中学校、高校もいろいろな意味で転
用せざるを得ません。もう一つ、稼ぐだけではなくて、要らない箱物施設を
どう減築するのかということです。転用をかけるのか、売却するのか。これ
からは箱を造る時代ではなくて、箱をいかにうまく活用するのか。ファシリ
ティマネジメントといわれている、箱物からお金をどう稼ぐのか。もしくは
転売してお金がかからないようにするのか。いろいろな手法が必要です。
　人口というのはいろいろなことを示唆してくれます。これを見るだけでい
ろいろなことが理解できます。この前提に立ってさまざまな戦略をもう一度
打ち直してください。自ら稼ぐお金が減るのです。交付税がもらえると思っ
ていること自体をもう一度見直す。箱は要りません。これが三重苦としてす
べての自治体に課せられている課題です。
　今日は女性が多いですが、女性は種の保存からいくと男性よりも生き延び
る確率が高いのです。なぜなら、強いDNAを持っているからです。こうい
うときこそ女性の出番なので頑張っていきましょう。
　阪南市も年少は半分、生産労働人口も４万人のうち１万人減るということ
は、22％なくなります。さらに人口も１万人減ります。比較すると分かるよ
うに、年少人口が減るとまちはすごく寂しくなります。彼らがある意味でに
ぎわいをつくっています。子どもがいるということは地域が明るいのです。
子どもの元気な声が響かないまちが増えるので、同じ人口でも、高齢者が多
いのと子どもが多いのでは全然違います。これからどこもすごく寂しいまち
になります。
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　これをどう打開するのかが大きい課題です。今までと同じようなことを
やっていては地域は経営できません。さらに日本は、1980年に3,300個あっ
た自治体が、今は合併して約1,700個です。そのうち、１万人未満の自治体
がいまだに480個、１～５万人の自治体が757個あります。これだけで69％あ
ります。５～10万人を入れると83％です。
　５万人が境です。５万人以下の自治体が一番厳しくなります。10万人以上
いると、まだまだ体力があります。大阪府だと都市部なので心配しなくても
いいです。皆さんのところは一つだけ、厳しい中にあってもまだまだ優位性
があると思ってください。大阪と東京は、苦しくてもまだ大都会なのです。
皆さんの後ろにいる、エッヂといわれている東京や大阪から遠い自治体がま
だ1,200個あり、そこは大変な戦いをしているのだということを肝に銘じて
ください。大阪と東京はまだまだ恵まれています。その恵まれたところが頑
張らないと日本は持たないのです。だから皆さんは、自分のところは厳しい
けれどまだましで、まだまだ自分の後ろにはもっと厳しい自治体がたくさん
あると思って、ぜひまちづくりをしてください。
　人口は20年で1,200万人減りますが、急には減りません。今年で30～50万
人、来年、再来年で50～60万人、３～４年すると毎年80万人ずつ減っていき
ます。毎年、島根、鳥取、高知がなくなると思ってください。そうでないと
20年で1,200万人も減りません。これはまだまだ目に見えませんが、あと
数年するとかなり皆さんのところにもボディブローのように利いてくるの
です。
　だから、時間軸として３年間で次の20年の戦略を立ててください。この３
年が一番まだ体力があります。３年後から急激に数字が下がってきます。だ
から、この３年間で次の20年に備えた計画や戦略をどんどん打ってくださ
い。われわれに残された時は５年と言っていましたが、震災後は３年になり
ました。どんどん変化があり早くなります。変化せざるを得ないのです。

２－５．震災後の日本社会
　今、どういう日本になろうとしているか。とにかく女性の雇用を促進す
る、つまり雇用制度をもう一度見直してください。手当てでは駄目です。も
ちろん高齢者の雇用促進も必要です。それと、移民外国人労働者はこれから
マストです。日本の若者はほとんど高学歴で、苦しい、汚い、きつい仕事は
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しません。だから、皆さんのところで工業団地を今から造成するなら外国人
の雇用が多くなります。工場ではほとんど若者の働き手はないと思ってくだ
さい。多住定住政策です。昔は、看護師さんはみんな３年交代で、来れば３
年で帰りましたが、今は定住政策です。看護師さんは定住していいので、日
本で結婚してフィリピンやベトナムやインドネシアのような外国人の方が特
に介護の現場で増えてきます。だから多言語化も必要だし、国際結婚と、い
ろいろな意味で文化の違いによる社会トラブルが増えます。今まで日本人で
同質性の文化であうんの呼吸で言わなくても分かっていたものが、これから
は言わないと分からなくなります。さらに、議論をきちんとしないと理解さ
れません。大阪の方は思いを言葉にするのが東京の人より結構得意なので心
配していませんが、東京の人はどうしても言葉を言わないので、これからす
ごく議論が必要です。
　消費者動向として、物は売れません。子育て特需や、安心安全のコストに
非常にお金がかかります。当然ですが、高齢者は増えるので、高齢者のマー
ケットはそれでも拡大します。お金持ちはクルージングに行き、アンチエイ
ジングにもお金が流れています。何万円もするクリームを買います。長期滞
在・移住もあります。あとは本物志向です。いろいろな牛丼屋さんは安くし
ていますが、あれは逆で、もっと高くした方が売れると思います。高額商品
はいいものであれば必ず売れます。環境や防災は、非常にこれからお金がつ
ぎ込まれていきます。温暖化、クリーンエネルギー、安全安心に新しい産業
が出てきます。ただものを売る時代から、ストーリー、価値のあるものしか
売れない時代になります。
　皆さんに一番関係があるのは、社会制度の変革時代が本当に来ます。それ
は税金が絶対的に足りないからです。今の公共サービスがスタンダードではあ
りません。どれか捨てざるを得ません。やめるものを増やしていくことです。
事業仕分けのような荒っぽいことでなくてもいいですが、本来自治体として
しなくてはいけないサービスなのかどうかということを、もう一度取捨選択
する必要があります。建物は要らないのでどんどん小さくしていきます。公
共事業も小さくしていきます。建物ではなくて、制度を変えるという公共事
業です。今、年金制度や社会保障の制度を変えようとしています。そして、
住民基本台帳を含めたデータベースを、国民背番号制に変えていきます。
　私たちは公務員であると同時に、国民として世論を背中で見せています。
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私たちが国民背番号制と天秤にかけているのは個人情報です。だから、今こ
そ合理的に国民背番号制を早く導入して、いろいろなところで別々に持って
いる地域の市民のデータベースを一つにすれば、もっと早く、もっとコスト
がかからずにサービスできます。これからの皆さんの役割は、データベース
をしっかりして、国民背番号制を入れる方が市民サービスが向上すると地域
の皆さんに説明することです。信頼をいただき、その制度を導入するという
方法で地域が手を挙げていく。地方自治体から国民背番号制を導入すると
言ってもいいのです。その方が皆さんの仕事はもっとやりやすくなります。
今ある法律のままでやっているのが当たり前だと思わないでください。もっ
とやりやすくするためには法律を変える必要があります。変えていいので
す。どんどん変えましょう。
　例えば私は三鷹市の一公務員でした。でも、ある法律を廃止してもらいま
した。それは昭和34年にできた工業等制限法という法律です。線が引いてあ
り、三鷹市は真ん中に入っています。あと横浜市、川崎市が入っています。
昔、工場というのはたくさんの従業員を抱えていました。「等」の中には大
学が入っていました。つまり、東京に非常にたくさん人口が集中するので、
これ以上、工場と大学は建ててはいけないという法律があったのです。私
は、ある優秀な三鷹市の企業さんの工場をどうしても建て替えさせてあげた
かったのです。これを建て替えるためにはどうすればいいかを都市計画課に
聞くと「関さん、この工場は建て替えられません」と言われました。用途地
域が住居地域に入っているので、まず建築確認が下りないのです。これを建
て替えるにはどういう方法があるか聞くと、二つあるとのことでした。一つ
は、その土地の用途地域を改正して、住宅から準工業地域に上げることと、
もう一つは、移転再配置をして工業系の用地に移転してもらうことでした。
ところが、三鷹市は工業系の用地が工業等制限法の内側にしかないのです。
外にある企業を内側に持ってこられないということで、私は当時の国土庁に
提言書を持っていき、５年がかりで工業等制限法を廃止してもらいました。
また、用途地域の改正権限を三鷹市は持っていませんでした。今回の都市計
画法の改正でやっと持てたのですが、それまでは東京都が持っていました。
それをもらいたいということで、首都圏整備法の廃止を願いましたが、それ
もできませんでした。だから都市計画法を改正してもらい、特別用途地区、
住宅地でも工場を載せていいという条例を地域で作れば乗せていいと規制緩
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和をしてもらったのです。一自治体が電話して、工業等制限法の廃止と、都
市計画法の改正をやってもらいました。
　今皆さんがしなくてはいけないのは、制度の前にあきらめないことです。
制度自体がおかしければ、制度を変える、法律を変える、必要があれば条例
を作る主体になって動いてください。待っていては駄目です。
　そして、エネルギー政策を転換することと、海外との連携です。

3．社会変化に伴う制度変革へ
　今度は制度分析です。社会制度に伴う制度改革です。リーダーはいるのか。
そして、大阪がどこに向かうか分かりませんが、新たな公共を目指すことが絶
対的に必要になります。公務員の方なので言う必要はありませんが、とにか
く縦が横になったのです。この横になったことを活かしていきましょう。

３－１．国の役割
　2010年には新地方分権一括法案が国に提出されましたが、菅総理のときに
成立できなかったので、未成立です。今までいろいろな法律にも枠がありま
した。例えば小学校の建物を造るときには、全部40人学級で造らなくてはい
けませんでした。これは制度的なもので過疎地域でも同じように大きさが決
まっていたのです。40人いなくても40人学級を造らないと補助金が来ません
でした。それを撤廃して、全部地域で決めていいとしたのです。20人の小
学校のクラスを作りたければ、20人という枠に変えてかまわない。高齢者住
宅、幼稚園、保育園、全部、地域の規模に合う形で基準、枠を変えていいと
いう法律でした。これはまだ成立していませんが、そういう法律が提出され
たことがありました。だから、この法案は再トライして制度化していく必要
があります。
　国はどんどん制度改正をします。日本が構造的に今の制度ではもたないか
らです。となると、皆さんの役割は、制度を変える提言をすると同時に、制
度は変わることを地域の皆さんに説明していくことです。そして、新しい制
度の上に立ち新しいサービスを構築していく形になります。
　今どういう時代が来たのか。合併で行政はスリム化しました。小泉さん
の時代に三位一体改革をして、行革と責任と、財源はあまり確保していま
せんが、とかく地方に現場が降りてきました。今は市民の覚悟が必要な時代
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です。今私が話したのと同じようなことを、市民に皆さんが説明してくださ
い。これだけ日本は人口構造が変わってお金がなくなるので、皆さんにも一
緒になってまちづくりをしてもらわないと地域はもたないということを説
明する担当になったと思ってください。そして、皆さんだけではなくて、
NPOを含めていろいろな方が毎日地域でやっていくという市民参加を徹底
することを仕掛けていくことが皆さんの役割になりました。

３－２．民間との連携、進む法整備
　民間との連携を進める法律は既に整いました。まずNPO法ができ、さら
に地方自治法の指定管理者制度ができ、自分の持つ施設・管理運営を委託で
きるようになりました。構造改革特区の中で民間事業者と契約する場合に
は、一定の請負契約に対して独自の契約ができるという法律ができました。
またPFI法により、自分でお金を持ってこなくても、先に企業に払ってもら
い、延べ払いで借りられることができるようになりました。今まではすべて
一般財源もしくは交付金、補助金でやっていたものが、民のお金でも調達で
きるようになりました。
　公共サービス改革法で官民競争入札が実施できるようになりました。三鷹
市にいるとき、私は隣の小金井市の産業政策をやりたいと思っていました。
人の産業にも三鷹市のノウハウをもってすれば絶対うまくいくと思っていま
した。つまり、自治体の産業振興戦略をほかの自治体の産業課に回してもい
いのです。自分でノウハウがなければほかに回して、ほかの自治体と契約し
ても構わないのです。もしくは民間に回しても構わないのです。非常に柔軟
になってきました。一番効率的でいいサービスをできるところと契約するこ
とができます。

３－３．新しい協働手法の導入
　ある意味で、公務員の役割も小さくなってきたということです。すべてを
自分だけでしようとしている時代が終わったと思ってください。これから
は、民間でもNPOでも市民でも大学でもいいので、一緒にやってくれて、
地域に一番効果があるところと契約をすることができるのです。そして、公
共サービスは公務員の専売特許から地域に出始めたと考えてください。だと
すると、相手をいかに育てていくのか。地域が雇用を作るために、どれだけ
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地域にそのノウハウと支度金を渡すことができるかと考えてください。
　例えば三鷹市は、まだ指定管理者制度のない平成14年に特区を取って保育
園を民間に委託しました。２億円かかるものが１億円になりました。三鷹市
は保育士も園長先生も全員課長職で、園長先生の給料が1,000万円です。40
代の副園長先生は800万円です。主任、主査で600万円、若くても400万円ぐ
らいです。そういう人たちで保育園を経営しています。民間に委託すると半
分の１億円です。園長先生は40歳男性でも年俸600万円でしょう。残りは全
員20歳代のアルバイトか派遣か契約で、大体250～300万円です。これが民間
に委託したときの実態です。公務員とすれば、議会からも褒められます。自
分としても２億円を１億円にしたと褒められます。
　ところが、これを民から見るとどう思いますか。公務員がアウトソーシン
グに出して、地域の雇用不安をつくっていると見えるのです。これが民間の
ロジックだということを忘れないでください。皆さんは税金を安くすること
で褒められてきましたが、違います。これから皆さんは、指定管理者や、い
ろいろなアウトソーシングにするときの仕様書をこれから書いていくのが役
割ですが、そのときに安くすればいいというロジックで作らないでくださ
い。自分が民間として受けたときに、自分ならどのぐらいの適正規模で受け
れば一番いいサービスが地域に残るかという仕様書を書くべきです。
　安くすることが皆さんの役割ではありません。これからもちろん小さい行
政をつくらざるを得ません。無駄を省くという意味では、当然、歳出は下げ
なくてはいけません。しかし、指定管理者や、委託など、民間に仕事をアウ
トソーシングするときに、民間の雇用を生むことでもある意味では税収が増
えるのです。そのときに、民間の気持ちになってあげてください。何が一番
強いかというと、地域に正社員が増えること、そして地域に定住する市民を
残すことです。正社員を増やすことなのです。派遣社員や年俸制で不安定な
職員、社員をつくることではありません。
　適正な規模で仕様書を書いてあげるだけのロジックを持つことが、議会や
市民に対する皆さんの最大の役割です。民間に渡しても、２分の１ではなく
て、１億5,000万円なら全員正社員にできるのです。そのぐらいの規模で指
定管理の仕様書をこれから書くべきです。自分たちは対岸の火事で、皆さん
は自分の給料を一切下げていないのです。自分の給料を下げずに民間に委託
して同じサービスをしろというロジックがなぜ成り立つのか、皆さんは一回
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もそのようなことを思ったことがないでしょう。民間はみんなそう思ってい
るのです。それなら自分たちの給料を下げて、運営を公共、公設、公営です
ればいいのです。
　自分たちが一切下げないで、民間に半分でやれというロジックがなぜ出る
のか。皆さんは地域産業を起こしたいと言いながら、実を言うと民間いじめ
をしているのです。では、反対からも見てみましょう。民間であればそれが
できるのか。さらに、税金という地域から集めたお金なのだから、地域が強
くなるような産業と雇用をつくる方が得です。だとすると、適正規模の金額
の仕様書を作り、議会にも市民に対してもきちんと理屈が通るように自分で
議論ができるロジックでペーパーを書くのです。これが皆さんの役割です。
民間へ出して安くすることが仕事ではありません。地域のサービスを同じ状
態にして、適切な金額に下げていくことが皆さんの役割です。
　今まで小泉さんは官のものを民に渡しました。行政のスリム化という形で
切り渡していました。民に投げっきりでした。しかし三鷹市は違います。私
がいた株式会社と三鷹市は違うアプローチを取りました。どういうロジック
かというと、官のものを民に渡すのではなくて、官自らが民になるという発
想です。民になったぐらいのつもりで地域のサービスを見直すのです。
　もう一つは千代田区です。千代田区はたくさんの企業がありますが、企業
の中にも変わったところがあり、民だけれども公共化しているところがあり
ます。非営利法人株式会社です。株式会社という形をしているけれども、公
共事業しかしないという株式会社も出てきています。私の会社はそうです。
まちづくり株式会社です。民間という器を持っているけれど、基本的には地
域の公共サービスが上がるような仕事しかしないと宣言した会社がどんどん
できています。だから、ここで民と官が一緒になって協働の領域を増やし、
ワークシェアリングをして、お互いいいところを持ち寄ろうとぜひしていた
だければと思います。

4．公務員の役割の変化
　最後に、公務員の役割は変化しています。今まで公務員自らがすべての公
共サービスを担おうとしていました。その時代から、皆さんはシナリオを書
く側になります。仕様書を書き、地域の合意を取り付ける。自分はシナリオ
作家であり、プロデューサーであり、映画監督です。市民の皆さんはお客さ
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まではなく、主体です。それも責任を取る主体です。責任を取るということ
は、自らが血と汗を流し、お金を出すのです。してもらって当たり前ではあ
りません。公はへとへとでもうできないのです。
　一つ目は分析をしましょう。地域を分析するには社会を分析することで
す。そして設計と戦略を作る担当なのです。制度と仕様書を書くことです。
　二つ目は、誰がサービスをするのに一番ふさわしいかを選んであげること
です。このサービスはNPOの方がいいのではないか。例えば私は長く図書
館にいたので分かるのですが、本当に公が持つ必要がありません。民間に渡
して、本当に図書館で働きたい人に渡した方がはるかにサービスが良くなり
ます。図書館はほとんど専門職制を敷いていないので、公設民営型が一番
いいと思っています。社会教育もほとんどそうです。スポーツや生涯学習
も基本的には大学が行うのがいいと思います。これから子どもが少なくなる
ので大学が余ってくるのです。だから、この辺は税金でしなくてもいいので
はないかと思います。皆さんが地域の専門家にどんどん渡していくことが
必要です。
　三つ目として、市民の合意を作る、合意形成をすることが皆さんの最大の
役割です。つまり、公共事業の箱や建物を造るときと違い、変革というのは
制度を変えるというのが大変なのです。世論を形成し、みんなでイエスと言
わない限り、先ほどの国民背番号制は何十年たってもできません。地域に真
実を伝えて、気付きと学ぶ機会を渡し、そうだねと言ってもらう必要があ
ります。１億2,000万人もいるのだから、ソーシャル・セキュリティ・ナン
バーを付けて管理してもらう方が最終的には市民が得だという気付きをさせ
てあげて、合意をもらうことです。そうでなければ制度は改革できません。
ここは地方自治体の職員の皆さんの最大の仕事です。
　四つ目はチェックです。議会もありますが、いろいろな意味で行政も自治
体評価です。自治基本条例を作り、市民からしっかりチェックを受けるとい
う体制を整えましょう。

４－１．新しい公務員になるために
　では、公務員になるためにどうするか。今まで公務員は組織で仕事をする
ようにずっと研修を受けていませんか。「和をもって尊し」という手法は使
えません。変革の時代は坂本龍馬が必要です。平成維新です。維新の会がで
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きたのはまさにそのとおりです。つまり、誰かがしない限り、組織がしてくれ
るといって待っていてもやってくれません。気付いた本人がやってください。
　私は、1989年に産業戦略政策研究会で自治体が稼いでいいという一言でそ
うかと思い、人と違う勉強会を主催し、全然違う戦略で公務員をやってきま
した。しかし、時代はついてきました。時代の方が私を前に出してくれまし
た。皆さんはその時代の最先端にいます。今日が気付きの日です。今日、自
分の中にひらめいたことはすごく重要です。なぜなら、直感が重要な時代に
なったのです。学んでも学んでも分からないのです。シナリオを今までどお
りに書いても合っていないからです。したことのない、初めての領域の時間
軸を迎えると、どれが正しいかは分からないのです。後から50年後に分か
るだけで、今は分かりません。かじを切っている先は見えないのです。だか
ら、勇気を持って自分の直感を信じてください。そのためにはまず気付くこ
とです。いろいろなことに関心を持つことです。
　学んでください。とにかく読んでください。新聞、雑誌、何でもいいので
とにかく情報を集めてください。
　自分の意見を持つこと、話すこと、書くことです。仕様書はロジックが必要
です。どこまで書けるかです。議会を説得するのは当然文章です。文章なくし
て説得なし。だから、書く能力は本当にこれから公務員は必要とされます。
　あきらめないこと。絶対あきらめない。私は工業等制限法を５年間あきら
めませんでした。絶対に変えてやると思いました。
　そして仲間をつくりましょう。良き師、良き友との出会いは必ずありま
す。さすがに一人ではできません。私は三産研で80人の仲間と一緒に三鷹で
勉強しました。もちろん市民と議員です。皆さんの戦略、自分を応援してく
れる市民と議員を必ず仲間に入れてください。一対一で議員や市民と話せる
自分でない限り、絶対に説得できません。行政力では駄目なのです。政治力
も問題です。
　あとは実行あるのみです。私は2006年に大学院に行ったときに一番学んだ
のは日本の経済学者である野中郁次郎さんの「知識を創造するのは個人であ
る」です。組織が戦略を作ってくれるのではなく、個人が戦略を作るので
す。それを作れる自分になれるかどうかです。なれなければ、戦略を作れる
違う人を応援してあげてください。全員が戦略家になれるわけではありませ
ん。しかし、地域で、自分の仲間や先輩や課長で戦略家がいれば、足を引っ
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張らずにその人を応援してあげましょう。
　「組織の役割は、創造性豊かな個人を助け、知識創造のためのより良い条
件を作り出すことにある」。今日、人事課の方がいたら、ぜひ肝に銘じてく
ださい。変わった、ある意味で特色のある、意見を持っている個人、職員を
これから大切にしてください。昔で言えば変わり者ということで一切キャリ
アアップできなかった職員が、今こそ必要です。ある意味で特色のある、
しっかり勉強した人が必要です。とにかく勉強することです。
　具体的にどうするか。新聞、本を読む。誘われたら断らない。自分の関心
の幅は狭いですが、人に誘ってもらうと幅が広がります。あと、人の意見を
よく聞く。一番重要なのは、国や県から来る資料を読んでください。そこに
制度改革のヒントがたくさん書かれています。はんこをぽんとついて渡すの
ではなく、よく読んでください。説明会はものを聞く場ではなく売り込みの
場です。名刺をたくさんもらってください。時代が動きますので、希望しな
い部署でも頑張ってください。あと、定年までの自分の人生設計、どういう
自分になりたいかを描いてください。

４－２．市民が主体となるための戦略
　もう一つの軸は市民です。皆さんがこれから改革するのに、自分も改革し
なければいけませんが、市民も一緒に改革しない限り、制度改革はありませ
ん。徹底して情報開示しましょう。税収が少ない中で高齢化していくので、
制度も含め、大学や図書館、市民会議、説明会、ワークショップ、市民討議
会、何でもいいので具体的な協働の事業を実施してください。
　三鷹市は随意契約が多いです。そこと組むことによって絶対成功するの
で、三鷹市があるのです。したたかになってください。入札制度など、なぜ
一番安いところでないといけないのかと思っていませんか。なぜ、公共事業
は一番安いところにしか出せないのですか。まずそこから疑問に思ってくだ
さい。事業が成功するには、事業を成功できる相手先と契約する以外、絶対
成功しないのです。その代わりなぜそこと一緒にやることによってうまくい
くかという理屈を相当作っています。もしくは、そこでしか取れないような
仕様書を作っています。皆さんはお金を持っているし、制度を作ることがで
きます。相手を税金で強くしてあげることです。安くして強くすることでは
ありません。併走してあげるのです。
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　今こそ市民です。そして、今こそ公務員の手腕と実力が問われています。
だから、絶対的な地域行政の資源を活用してください。自治体には情報と財
源と人と権限があるのです。新しい制度を作りましょう。発想をどんどん新
しくしましょう。今、私は内閣府で会計法を改正する勉強会に参加していま
す。もともと欧米の会計法の中はダブルスタンダードなのです。一番安いと
いうことと、もう一つは、地域経済に最も効率的な結果が出る企業と契約し
なければいけないのです。安くなくてはいけないのは日本だけです。安いこ
とが当たり前ではありません。
　現実に向き合う力が必要です。どういうまちにしたいのか。公共サービス
を見直しましょう。財源を税金以外で稼ぎます。自治体が稼ぐ方法は三鷹市
でたくさん作ってきました。あとは、土地政策です。土地戦略なくして地域
経営なしです。特に企画担当の人は都市計画法をとにかく熟知してくださ
い。施設計画をどんどんやりましょう。

5．ローカルファーストの概念
　私の会社は「ローカルファースト」といいます。どういう意味でつくった
かというと「地域の目線にたって、地域を第一に、そして優先的に考え、地
域の資源、文化、歴史を大切に、持続可能な地域社会を形成していく」とい
う考え方です。皆さんもまさに地域のローカルファーストという目線を持っ
て、ぜひ戦いに挑んでください。
　これからは最大に面白い時代になります。やればやっただけ結果が出ま
す。やらなかった自治体はどんどん置いていかれます。本当にこの３年で結
果が出ます。企画調整室でも経済担当課でもなく、全然違うところにいても
関係ありません。できる人に提案するしかないのです。気付きを持っていな
い人には気付かせてあげてください。一人でもできます。一番重要なのは
個人の自我の確立です。やるぞという意志なくして組織は動かせません。
組織が動くのではないのです。誰かが動かすという意志を持って組織を動か
すのです。リーダーがいなければ、今日気付いた皆さんがぜひ動かしてくだ
さい。小さなことでも動き始めれば、回転していきます。ぜひ、頑張ってい
きましょう。
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